
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なら消費者ねっとは 

令和３年度 消費者支援功労者表彰 

内閣府特命担当大臣表彰を受賞しました 
消費者庁では消費者利益の擁護・増進のために各方面で活躍している個人・団体を表彰する制度と

して、「消費者支援功労者表彰」を実施しています。 

この度、「令和３年度消費者支援功労者表彰」において、当法人が「内閣府特命担当大臣表彰」を受

賞することができました。 

これもひとえに、ご推薦を頂きました奈良県消費・生活安全課の皆様をはじめ、日頃お世話になっ

ている関係諸機関・団体や応援してくださる消費者の皆様のおかげです。この場をお借りして御礼申

し上げます。ありがとうございます。 

この受賞を励みとして、消費者の権利擁護のために、これからも積極的に活動してまいる所存です。

皆様には引き続きご支援賜りますようお願い申し上げます。 

（表彰にあたって考慮された当法人の主な活動実績～消費者庁 HP より） 

・消費者や消費者団体及び関係機関・専門家との連携を図り、 

消費者への啓発、消費者教育、消費者行政の充実強化に関する取組、 

提言、消費者問題に関わる調査、研究、消費者被害の防止等、 

消費者の権利擁護の活動に尽力。  

・脱毛エステサロンの WEB 表示についての改善申入れ 

（平成 29 年 11 月）、結婚式場のキャンセル料に関わる規約の 

改善申入れ （令和 2 年 3 月）等、消費者の権利を擁護する活動を展開。 
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NO．17 

内閣府特命担当大臣表彰 

おめでとうございます。 

今後の活動への弾みが 

つきますね。  (Y) 

 

 

朗報をありがとうござい

ます。皆様の獅子奮迅のご

活躍のたまものですね。 

         (O) 

 

 

 

おめでたいニュースのお知らせあ

りがとうございます。なら消費者ね

っとの今後の勢いがつきそうです

ね。まずは消費者支援功労者表彰の

受賞おめでとうございます。(N) 

 

 

お祝いのメッセージありがとうございました。 

http://www.narasn.org/


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ禍における消費者被害について 

新型コロナウイルスの問題が発生してから１年以上が経ちましたが、相変わらず、厳しい状況が続

いています。消費生活センターには、以下のような、コロナ禍ならではの相談が寄せられています。 

・給付金やワクチンなどコロナ禍に乗じた詐欺 

・クレジットカード情報などの個人情報を抜き取るフィッシング詐欺 

・マスクや消毒品などを一方的に送りつけて代金を請求する「送りつけ商法」 

・デジタル機器等の急速な普及による、インターネット通販トラブル、 

オンラインゲームでの課金トラブル 

まだまだいろいろな消費者問題や詐欺が登場してくるでしょう。 

新型コロナによって多くの人が健康や経済などの様々な不安を抱えているだけに、悪質業者にとっ

ては消費者の不安につけこんで儲けることができる格好の環境にあります。 

これらの被害では、業者が音信不通となったりして被害回復が困難なことが多いです。そのため、

そもそも被害にあわないように、知識の習得や日頃の心構えとともに、見守りなどの支え合いがます

ます重要です。おかしいと思ったり、困ったときには、「消費者ホットライン ☏１８８（いやや）」

にご相談ください。また、当法人では、消費者被害の予防等のために、消費者の利益を不当に害する

事業者に対する改善申入れの活動を行っていますので、不当な広告表示や営業活動をしている事業者

を見かけましたら、情報提供をお願いします。 

 

「特定商取引法・預託法の改正法案における 

書面交付義務の電子化を認める条文案の削除を求める」 

意見書を提出しました  2021.5.7 

預託販売商法や詐欺的な定期購入商法など、悪質な商法をなくすための法改正の検討がすすんでいま

す。その実現に大きな期待が寄せられる中、法案に「同意があれば契約書面の電子化を認める」条文が

追加されたことで、消費者被害の拡大につながるのではないかと多くの専門家や消費者団体が懸念を示

しています。5月 7日、当法人も国に対し意見書を提出しました。意見書の内容は以下の通りです(抜粋) 

 

                  

この度の書面に記載すべき事項を電磁的方法により提供することが可能となる点については、以下の理

由などにより消費者被害を拡大させる懸念があり、別途慎重な論議を行う必要があるため、改正案から

削除を求めます。 

・消費者の事前承諾について、不当な勧誘によって不本意な契約をするなど、書面交付の意義を理解し

ないままに、承諾が形骸化してしまうこと。 

・書面の電子化により、悪質商法による消費者被害を防止・救済するための書面交付義務とクーリン

グ・オフの意義が損なわれること。 

・デジタル技術に慣れていない高齢者や、SNSなどのつながりの中で安易に契約してしまう若年者など、

消費者の弱みにつけ込んだ消費者トラブルの発生が懸念されること。 

・家族や見守りを行う者など、第三者の視認による消費者被害の発見が困難となること。 

・訪問販売など対面での契約においては、書面の電子化を行う必要性がないこと。 

        



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆☆☆記述回答欄より (抜粋)☆☆☆ 

(一社)全国消費者団体連絡会「地方消費者行政プロジェクト」の呼びかけで行われた 2020 年度全国市区町村行

政調査になら消費者ねっとも参加し、奈良県内の市町村消費者行政アンケート調査を行いました。2020 年 9 月

時点での相談窓口の状況や国からの交付金活用状況、充実・強化を図るための課題などについて質問し、39 自治

体のうち期間内に 30 自治体からの回答がありました。ここに調査結果の概要を報告いたします。 

☆☆☆調 査 概 要☆☆☆ 

◆調査目的：県内消費者行政の状況について関係者が

問題意識を共有し、地域さらには全国での消費者行

政充実を図る取組みに役立てる 

◆調査時期：2020 年 11-12月 

◆調査内容：相談窓口状況・2020 年度上半期の相談内

容、消費者行政予算、強化交付金の事業状況、相談

員の待遇、広報・啓発・消費者団体等との連携状況、

国への要望事項、今後の考えや取り組みについて 

◆調査方法：調査票送付、郵送・ＦAX などで回収 

◆回収件数と回収率： 30/39 件  76.9％ 

※調査依頼には奈良県消費生活相談員連絡会にお力添

え頂きました。 

※調査結果は全国消費者団体連絡会に提出しました。 

重点的に取り組んでいることや苦労している点 

○国の交付金がなくなり自主財源化しなければならな

いが、財政部局にとっては削減対象である。 

○実際にトラブルに合わないと危機感を持たれず予防

が困難であること。 

○出前講座を定期的に開催、自治体等に啓発を実施。 

○今年度はコロナウイルスに関連した問題が多いため、

その点を重視したリーフレットを配布。 

☆☆☆調査のまとめより☆☆☆ 

○相談窓口の広域連携は 10件あり 31自治体がこ

れに参加しています。相互乗り入れや共同設置、

協議会など、それぞれ方式を工夫し、相談対応だ

けでなく消費者教育や消費者安全確保地域協議会

の取り組みでも連携されています。 

○窓口体制は、兼任職員と相談員との配置が最も

多く 14件で、専任職員が配置されているのは 2市

のみでした。 

○PIO-NET は、受付件数の少ないところは費用対

効果を考えると導入の必要性が低いと考える自治

体も多く、前回調査と同様の状況でした。 

○強化交付金については多くの意見が出されまし

た。「使いづらい」「自己資金が必要で対応しにくい」

「対象となる事業がない」などについて改善が望ま

れています。 

○相談員待遇は、採用形態変更で「会計年度任用」

が増え 21 件でした。これがどう影響するかはまだ

不明ですが、専門職として安定した環境となるよう

に期待するところです。 

今後の消費者行政の充実強化の考えや取り組み予定 

○国、県、市が連携し、消費者行政に対する取り組み

を積極的に行っていきたい。 

○小学生向けの消費生活講座。 

○消費者教育（SDGｓ等）の実践で新しい時代の、

人や社会、環境に配慮した持続可能なライフスタイ

ルが身につく取組み。 

○近隣センターとの情報共有。コロナ禍のため広報や

無線放送での情報提供に力を入れたい。 

○見守りネットワークの設立が急務。消費者行政がも

っと身近に感じる施策も必要。 

財政に関する国(消費者庁)への要望 

○出前講座など基礎的な取組みへの支援を。 

○センター運営に対する交付金(特に相談員の報酬)。 

○強化交付金の推進事業の活用期間の延長。 

○強化事業メニューの充実と申請しやすい仕組み。 

○相談窓口における処遇改善のための交付金(推進事

業)期間延長。 

☆☆☆市町村窓口の相談消費生活件数☆☆☆ 

2019 年度：市町村受付 6855 件、県受付 4384 件 

2020 年度 4～9 月：市町村受付 3314 件 

主な内容：インターネット注文・定期購入、マスク関

連、訪問販売、ネガティブオプションなど 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

  

 

 

                                    

  

 

  

  

 

 

 

 

奈良県内 特殊詐欺の発生状況 

 

 

  

奈良県警察本部の防犯情報紙「やまとの安全」より 

○令和 3 年 3 月末 

被害件数 28 件 

○令和 3年 1月～3月末まで 

被害額 約1億1730万円 

 

 

公式 LINE アカウントをご存じですか？ 

消費者庁 新型コロナ関連消費者向け情報 

 

 

 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症情報 

 

 

 

消費者庁・厚生労働省は HPの他 

公式 Facebook・公式 Twitterもあります 

 

困ったことはありませんか？ 

突然起きるトイレなどの水回りのトラブル。 

「すぐに解決したい」という感情につけ 

1. 込んで高額な工事契約を結ばせるという事案が増えていま

す。なら消費者ねっとでは「水道工事」トラブル事例を集め

ています。寄せられた情報は、消費者問題に関する調査、分

析、研究等に利用させていただきます。また、場合によって

は、事業者への申入れ等に活用させていただき、消費者被害

の未然・拡大防止に役立てます。 

 

 

 

 

2.                 

3.  

4. 具体的な相談は市町村・県の相談窓口または 188（いやや）

にお電話ください。 

5.  

6.  

 

お寄せいただいた情報は、なら

消費者ねっとの活動以外に利

用することはなく、情報提供者

の個人情報を第三者に漏らす

ことはありません。 

編集後記 

2020 年度初めから新型コロナウイルスで世の中が落ち着かない日々が続いています。活動もできづら

い日々が続きました。しかし 2021 年度は工夫をしながら活動を進めていければと思っています。 

皆様のご協力とご参加よろしくお願いします。(K) 

 

 

http://www.police.pref.nara.jp/

